
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４部 復旧・復興対策  

  



 

 

 



第４部 復旧・復興対策 

第１章 復旧・復興対策 

4-1 
 

  

 

bu  

 

第１章 復旧・復興対策 
第１節 激甚災害の指定の手続き 

第１項 活動方針 

○地震の発生に伴う被害が甚大であり、激甚災害の指定基準に該当すると思われる場合は、県と連携

して早急に被害調査を実施し、速やかに政令指定を受けるための手続を行う。 

〇指定を受けたのちは、公共施設等の災害復旧事業を迅速かつ円滑に実施するための対策を講じる。 

 

第２項 対  策 
■市と県が連携して実施する対策 

１ 激甚災害の指定 

基本法に規定する著しく激甚である災害（以下「激甚災害」という。）が発生し、被害が激甚災

害に対処するための特別の財政援助等に関する法律（以下「激甚法」という）に基づく指定基準に

該当すると思われる場合には、市及び県は、公共施設等の災害復旧事業が迅速かつ円滑に実施でき

るよう、互いに連携して災害の状況を速やかに調査し実情を把握し、早期に激甚災害の指定が受け

られるよう措置する。 

 

(1) 激甚災害の指定手続き 

激甚災害の指定手続については、下図のとおりである。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

(2) 激甚災害にかかる財政援助措置の主な対象事業 

ア 公共土木施設災害復旧事業等に関する特別の財政援助 

(ｱ) 公共土木施設災害復旧事業 

(ｲ) 公立学校施設災害復旧事業 

(ｳ) 公営住宅災害復旧事業 

(ｴ) 児童福祉施設災害復旧事業 

(ｵ) 老人福祉施設災害復旧事業 

(ｶ) 障害者支援施設等災害復旧事業 

(ｷ) 堆積土砂排除事業 

イ 農林水産業に関する特別の助成 

(ｱ) 農地、農業用施設、林道の災害復旧事業等にかかる補助の特別措置 

(ｲ) 農林水産業共同利用施設災害復旧事業費の補助の特例 

(ｳ) 水産動植物の養殖施設の災害復旧事業に対する補助 

(ｴ) 天災による被害農林漁業者等に対する資金の融通に関する特例 

(ｵ) 感染症予防事業に関する負担の特例 

ウ 中小企業に関する特別の助成 

(ｱ) 中小企業信用保険による災害関係保証の特例措置 

(ｲ) 小規模企業者等設備導入資金助成法による貸付金の償還期間の延長 

エ その他の特別の財政援助及び助成 

(ｱ) 公立社会教育施設災害復旧事業に対する特例 

(ｲ) 私立学校施設災害復旧事業に対する補助 
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(ｳ) 罹災者公営住宅建設等事業に対する補助の特例 

(ｴ) 公共土木施設、公立学校施設、農地、農業用施設及び林道の小災害復旧事業に対する特別

の財政援助 

(3) 激甚災害に関する調査 

ア 市は、激甚災害及び局地激甚災害の指定基準を考慮し、災害状況等を調査して県に報告する。 

イ 県が行う激甚災害及び局地激甚災害に関する調査等について協力する。 

(4) 激甚災害指定の促進 

激甚災害の指定を受ける必要があると認めたときは、市が国の機関と密接な連携のうえ、指定

の促進を図る。 

 

２ 災害復旧事業の実施 

激甚災害の指定を受けた後は、災害復旧事業を迅速かつ円滑に実施する。 

 

３ 特別財政援助の交付(申請)手続き 

激甚災害の指定を受けたときは、市は速やかに関係調書を作成し、県に提出する。 

県はこれを受け事業の種別ごとに激甚法及び算定の基礎となる関係法令に基づき負担金、補助

金を受けるための手続きを行う。 

 

【主担当課】 

・企画財政課 
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第２節 被災者の生活再建に向けた支援 
 

第１項 活動方針 

〇被災者に関する情報を速やかに収集し、被災者の生活再建の支援に向けた体制を整備する。 

○市と県が互いに連携し、被災者生活再建支援法の活用など、あらゆる手段を用いて被災者の生活確

保・生活再建のための支援を行う。 

 

第２項 対 策 
■市と県が連携して実施する対策 

１ 被災者情報の収集と対応（税務課、健康福祉課） 

（1）被災者台帳整備 

市は、災害時に被災者を総合的かつ効率的に支援するための基礎資料とするため、下記被害調

査を基に、被災者に関する情報を一元整理した被災者台帳を整備する。 

※内閣府ホームページ「防災情報のページ」中、「被災者台帳」参照 

(2) 被害家屋調査の実施及び判定基準 

災害発生後、二次災害発生の恐れがなくなり次第、税務部が被害家屋調査を実施する。 

罹災証明の根拠となる被害家屋の判定は、「災害に係る住家の被害認定基準について（H13内

閣府政策統括官通知）」及び同運用指針に沿った被害家屋調査を行うこととする。 

なお、被害家屋調査は、原則として外観目視調査とし、判定結果に対して被災者等から再調

査の申請があった場合は、申請者の立会い調査を行う。 

※内閣府ホームページ「防災情報のページ」中、「災害に係る住家の被害認定について（R2.3)」 

 住家被害認定調査票（地震による被害）等を参照 

(3) 罹災証明書の交付 

市は、災害の状況を迅速かつ的確に把握するとともに、被災者への支援を早期に実施するた

め、被害認定や罹災証明書の交付体制を直ちに確立し、速やかに被災者に罹災証明書を交付する。 

※内閣府ホームページ「防災情報のページ」中、「罹災証明書について」参照 

県は、罹災証明書の交付に係る県・市町関係職員の対応力向上を図るとともに、市町の罹災

証明書の発行時事務にばらつきが生じないよう、各市町における課題の共有や対応の検討、各市

町へのノウハウの提供等の必要な支援を行う。 

ア 罹災証明の対象 

罹災証明は、基本法第 2条第 1項に規定する災害により被害を受けた家屋について、以下の

項目の証明を行う。 

(ｱ) 全壊（全焼・全流出）、半壊（半焼）・中規模半壊 

(ｲ) 大規模半壊 

(ｳ) 一部損壊、床上浸水、床下浸水 

イ 罹災証明書の発行 

罹災証明は、証明の対象となる家屋が存在する市長が行う。ただし、火災による罹災証明は、

申請者の家屋が存在する消防長が行う。 

罹災証明書の発行にあたっては、災害の状況に応じた窓口を開設して行う。 

申請は、災害により被害を受けた家屋の使用者、一時滞在者、所有者等によるものとし、被

災者台帳により確認し発行、罹災証明書発行台帳を整備する。 

２ 被災者の生活再建支援に向けた主な対策 

（1）生活資金等の貸付（健康福祉課） 

ア 災害援護資金 

(ｱ) 実施主体：市 

(ｲ) 対象災害：県内で救助法が適用された市町が 1以上ある災害  
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(ｳ) 受給者 ：上記災害により負傷又は住居、家財の損害を受け、かつ、以下のいずれかに該

当する世帯の世帯主 

ａ 世帯主が災害により負傷し、その療養に要する期間が概ね一か月以上 

ｂ 家財の 1/3以上の損害 

ｃ 住居の半壊又は全壊・流出 

(ｴ) 貸付限度額：350万円 

イ 母子父子寡婦福祉資金 

(ｱ) 実施主体 ：市 

(ｲ) 受給者  ：配偶者のない女子であって、現に児童（20 才未満の者）を養育している者   

が、その資金を経済的自立の助成と生活意欲の助長並びに扶養している児童の福祉を増進す

るために活用する場合、及び配偶者のない男子で現に児童を扶養している者並びに「母子及

び父子並びに寡婦福祉法」の対象となっている寡婦等で要件を満たす者。ただし、現に扶養

する子等のいない寡婦及び 40歳以上の配偶者のいない女子の場合は、前年度所得が政令で定

める以下の者を原則とする。 

(ｳ) 貸付限度額：貸付資金の種類に応じて貸付 

(ｴ) 借入手続 ：貸付を受けようとする者は、市福祉事務所に備え付けられている貸付申請書

に関係書類を添付して、市福祉事務所を経由して県に提出する。 

(ｵ) 貸付資金の種類(主要なものを抜粋) 

ａ 事業開始資金 

ｂ 事業継続資金 

ｃ 住宅資金 

ｄ 技能習得資金 

ｅ 生活資金 

ｆ 就職支度資金 

ｇ 修学資金 

ｈ 転宅資金 

ｉ 就学支度資金 

Ｊ 修業資金 

 k 医療介護資金 

ｌ 結婚資金 

ウ 生活福祉資金 

(ｱ) 実施主体 ：県社会福祉協議会 

(ｲ) 貸付対象者：居住する地域、所得等の貸付要件を満たす者。 

(ｳ) 借入手続 ：貸付を受けようとする者は、市社会福祉協議会に備え付けられている借入申

請書に必要書類を添付し、市社会福祉協議会を経由して県社会福祉協議会に提出する。 

(ｴ) 貸付資金の種類 

ａ 総合支援資金 

・生活支援資金 

・住宅入居費  

・一時生活再建費  
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ｂ 福祉資金 

(a) 緊急小口資金 

・療養費 

・介護費等 

(b) 福祉費 

・福祉費（住宅） 

・障がい者等福祉用具購入費 

・障がい者自動車購入費 

・生業費 

・技能取得費 

ｃ 教育支援資金 

・教育支援費  

・就学支度費 

ｄ 不動産担保型生活資金 

・不動産担保型生活資金 

・要保護世帯向け不動産担保型生活資金 

（2）被災者生活再建支援法に基づく支援金の支給（健康福祉課） 

ア 対象となる自然災害 

     地震、津波等の異常な自然災害により生ずる被害で､対象となる災害は以下のとおり 

(ｱ)  市内において災害救助法施行令第１条第１項第１号又は第２号のいずれかに該当する被害

が発生した自然災害 

(ｲ)  市内において１０世帯以上の住宅が全壊する被害が発生した自然災害 

(ｳ)  県内において１００世帯以上の住宅が全壊する被害が発生した自然災害 

(ｴ) 県内において①又は②の市町が発生した場合において、市内において５世帯以上の住宅が

全壊する被害が生じた自然災害 

(ｵ) (ｱ)、(ｲ)又は(ｳ)の区域に隣接している場合で、市内において５世帯以上の住宅が全壊する

被害が生じた自然災害 

(ｶ) (ｱ)若しくは(ｲ)の区域を含み、または(ｳ)に該当する都道府県が２以上ある場合で、市内に

おいて２世帯以上の住宅が全壊する被害が生じた自然災害 

イ 対象世帯と支給額 

     自然災害によりその居住する住宅が、ａ全壊世帯、ｂ半壊又は敷地に被害が生じやむを得ず

解体した世帯、ｃ長期避難世帯、ｄ大規模半壊した世帯に対し、住宅の被害程度に応じて支給

する支援金（基礎支援金）と住宅の再建方法に応じて支給する支援金（加算支援金）を支給す

る。また、ｅ中規模半壊した世帯に対しては、住宅の再建方式に応じて支給する支援金（加算

支援金）を支給する。  
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《複数世帯の場合》                          （単位：万円） 

区 分 住宅の再建方法 基礎支援金 加算支援金 合計 

・全壊世帯 

・半壊又は敷地に被害が生じ  

 やむを得ず解体した世帯 

・長期避難世帯 

建設・購入 １００ ２００ ３００ 

補修 １００ １００ ２００ 

賃借（公営住宅以外） １００ ５０ １５０ 

・大規模半壊した世帯 

建設・購入 ５０ ２００ ２５０ 

補修 ５０ １００ １５０ 

賃借（公営住宅以外） ５０ ５０ １００ 

・中規模半壊した世帯 

建設・購入 － １００ １００ 

補修 － ５０ ５０ 

賃貸(公営住宅以外) － ２５ ２５ 

《単数世帯の場合》                          （単位：万円） 

区 分 住宅の再建方法 基礎支援金 加算支援金 合計 

・全壊世帯 

・半壊又は敷地に被害が生じ  

 やむを得ず解体した世帯 

・長期避難世帯 

建設・購入 ７５ １５０ ２２５ 

補修 ７５ ７５ １５０ 

賃借（公営住宅以外） ７５ ３７．５ １１２.5 

・大規模半壊した世帯 

建設・購入 ３７．５ １５０ １８７.5 

補修 ３７．５ ７５ １１２.5 

賃借（公営住宅以外） ３７．５ ３７．５ ７５ 

・中規模半壊した世帯 

建設・購入 － ７５ ７５ 

補修 － ３７．５ ３７．５ 

賃貸(公営住宅以外) － １８．７５ １８．75 

 

【参考資料：災害に係る住家の被害認定基準】 

損壊の区分 浸水の程度 
浸水した箇所の 

最も高い部分 
地震等による損害割合 

全 壊 

床上浸水 

床上１８０ｃｍ以上 ５０％以上 

 

大規模半壊 
床上１８０ｃｍ未満 

１００ｃｍ以上 

５０％未満 

４０％以上 
 

中規模半壊 
床上１００ｃｍ未満 

５０ｃｍ以上 

４０％未満 

３０％以上 
 

半 壊 床上５０ｃｍ未満 
３０％未満 

２０％以上 
 

準半壊 － － 
２０％未満 

１０％以上 
 

一部損壊 床下浸水 － １０％未満 
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（3）住宅自力再建支援及び災害公営住宅の建設（建設課、健康福祉課） 

ア 自力再建支援 

住宅に関する情報提供は、復旧・復興対策として重要であり、住宅再建等に向けた被災者の

意思形成を支援できるよう、その提供体制構築も含め円滑に行う。 

特に、被災住宅の修理による活用は、被災者にとっては早期の生活再建に、行政にとっては

復興期までの様々な行政需要の抑制に、それぞれ資するものであるため、早期から積極的に促

進する。 

なお、住宅に関する情報提供については、早期に再建等資金の調達方法も含めた支援メニュ

ーを示す必要があり、行政内部で事前検討に努めることに加えて、平時から市民に対し災害発

生時の住宅に関する情報を提供し、想定外となる部分を減らしておく。 

イ 災害公営住宅の建設  

災害により住宅を滅失した場合で、前述の自力再建支援を行っても対応できない住宅確保要

配慮者に対しては、市及び県は、将来の住宅需要も勘案したうえで必要に応じて災害公営住宅

を供給し、住居の確保を図る。 

滅失又は焼失した住宅が、公営住宅法に定める基準に該当する場合には、市は被災住宅の状

況を速やかに調査して国土交通省に報告するとともに、災害公営住宅建設計画を作成し、災害

査定の早期実施が得られるよう努める。 

 

■市が実施する対策 

１ 市税の徴収猶予及び減免等の対策（税務課） 

被災者の市税及び固定資産税等の減免、徴収猶予並びに納期等の延長については、鳥羽市市税条

例等に定めるところに従って救済を図る。 

 

２ 介護保険料の減免及び徴収猶予の対策（健康福祉課） 

被災者の介護保険料の減免、徴収猶予については、鳥羽市介護保険条例の定めるところに従って

救済を図る。 

 

■その他の防災関係機関が実施する対策 

＜県が実施する対策＞ 

１ 県税の徴収猶予及び減免等の対策 

(1) 災害が発生した場合において必要があると認めたときは、被災者に対する県税の減免を行う。 

なお、災害が広範かつ大規模にわたる場合は、県税の減免に関する単独条例を制定して被災

者の救済を図る。 

(2)  広範囲にわたる災害が発生し、交通又は通信等が途絶した場合等において、被災地域内におけ

る県税の納税者について、県税の納付期限、申告期限及び申請期限を延期する。 

＜国が実施する対策＞ 

１ 租税の徴収猶予及び減免等の対策 

(1) 国税の徴収猶予及び減免等 

ア 災害等による期限の延長 

国税通則法第 11条の規定に基づき、災害により国税に関する法律の定めることころによる申

告、申請、請求、届出その他書類の提出、納付又は徴収に関する期限までにこれらの行為をす

ることができないものと認めるときは、国税庁長官、国税局長及び税務署長は、当該期限を延

長することができる。 

イ 災害被害者に対する租税の減免及び徴収猶予等 

「災害被害者に対する租税の減免及び徴収猶予等に関する法律」の規定に基づき、震災、風

水害、落雷、火災その他これに類する災害による被害者の納付すべき国税の軽減もしくは免除、

その課税標準の計算もしくは徴収の猶予又は災害を受けた物品について納付すべき国税の徴

収に関する特例については、他の法律の定めのある場合を除いて、この法律の定めるところに

よる。  
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２ 金融対策 

(1) 金融機関に求める特別措置 

東海財務局津財務事務所及び日本銀行名古屋支店は、災害発生の際、現地における災害の実情、

資金の需要状況等に応じ、関係機関と緊密な連絡を取りつつ、民間金融機関に対し、機を逸せず

必要と認められる範囲内で、以下に掲げる措置を適切に講ずることを要請する。 

ア 災害関係の融資に関する措置 

災害の状況、応急資金の需要等を勘案して融資相談所の開設、審査手続きの簡便化、貸出の

迅速化、貸出金の返済猶予等災害被災者の便宜を考慮した適時的確な措置を講ずる。 

イ 預貯金の払戻及び中途解約に関する措置 

預金通帳、届出印鑑等を焼失又は流失した預貯金者については、罹災証明書の呈示あるいは

その他実情に即する簡易な確認方法をもって災害被災者の預貯金払戻の利便を図る。 

また、事情やむを得ないと認められる災害被災者等に対して、定期預金、定期積金等の中途

解約又は当該預貯金等を担保とする貸出に応ずる等の適宜の措置を講ずる。 

ウ 手形交換、休日営業等に関する措置 

災害時における手形交換又は不渡処分、金融機関の休日営業又は平常時間外の営業について

も適宜配慮する。 

また、窓口における営業ができない場合であっても、顧客及び従業員の安全に十分配慮した

上で現金自動預払機等において預貯金の払戻しを行う等災害被災者の便宜を考慮した措置を

講ずる。 

エ 営業停止等における対応に関する措置 

窓口営業停止等の措置を講じた場合、営業停止等並びに継続して現金自動預払機等を稼働さ

せる営業店舗等を、ポスターの店頭掲示等の手段を用いて告示するとともに、その旨を新聞や

インターネットのホームページに掲載し、取引者に周知徹底する。 

(2) 保険会社に求める特別措置 

東海財務局津財務事務所は、災害発生の際、現地における災害の実情、資金の需要状況等に応

じ、関係機関と緊密な連絡を取りつつ、保険会社に対し、機を逸せず必要と認められる範囲内で、

以下に掲げる措置を適切に講ずることを要請する。 

ア 保険金等の支払いにかかる便宜措置 

保険証券、届出印鑑等を喪失した保険契約者等については、可能な限り適宜措置を講ずる。 

イ 保険金の支払い及び保険料の払込猶予に関する措置 

生命保険金又は損害保険金の支払いについては、できる限り迅速に行うよう配慮し、生命保

険料又は損害保険料の払込については、契約者の罹災の状況に応じて猶予期間の延長を行う等

適宜の措置を講ずる。 

ウ 営業停止等における対応に関する措置 

保険会社において、窓口営業停止等の措置を講じた場合、営業停止等を行う営業店舗名等を

ポスターの店頭掲示等の手段を用いて告示するとともに、その旨を新聞やインターネットのホ

ームページに掲載し、取引者に周知徹底する。 

(3) 証券会社に求める特別措置 

東海財務局津財務事務所は、災害発生の際、現地における災害の実情、資金の需要状況等に応じ、

関係機関との緊密な連絡を取りつつ、証券会社に対し、機を逸せず必要と認められる範囲内で、

以下に掲げる措置を適切に講ずることを要請する。 

ア 届出印鑑喪失の場合における可能な限りの便宜を図る。 

イ 有価証券喪失の場合の再発行手続きについて協力する。 

ウ 被災者顧客から、預かり有価証券の売却・解約代金の即日払いの申し出があった場合の可能

な限りの便宜措置を図る。 

エ 窓口業務停止等の措置を講じた場合、営業停止等を行う営業店舗名等を、ポスターの店頭掲

示等の手段を用いて告示するとともに、その旨を新聞やインターネットのホームページに掲載

し、取引者に周知する。 

オ その他、顧客への対応について十分配意する。  
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３ 雇用対策 

（1）被災者に対する職業あっせん等 

ア 通勤地域における適職求人の開拓 

(ｱ) 職業転職者に対して常用雇用求人の開拓を実施する。 

(ｲ) 復旧までの間の生活確保を図るため、日雇求人の開拓を実施する。 

イ 巡回職業相談所・臨時職業相談所の開設 

(ｱ) 災害地域を巡回し、職業相談を実施する。 

(ｳ) 避難場所等に臨時相談所を設け、職業相談を実施する。 

ウ 雇用保険求職者給付 

  「激甚災害に対処するための特別財務援助等に関する法律」の適用により雇用保険求職者給

付を行う。 

 

＜日本郵便株式会社が実施する対策＞ 

１ 郵便業務にかかる災害特別事務取扱い援護対策 

日本郵便株式会社は、災害が発生した場合において、災害の態様、被災者・被災地の実情に応じ、

次のとおり、郵便業務にかかる災害特別事務取扱い及び援護対策を迅速かつ的確に実施する。 

(1) 被災者の安否通信等の便宜を図るため、被災地の支店において、被災世帯に対し、通常葉書な

どを無償交付する。 

(2) 被災者が差し出す郵便物の料金免除を実施する。 

(3) 被災者の救助を行う地方公共団体、日本赤十字社、その他総務省令で定める法人又は団体にあ

てた救助用の現金書留郵便物等の料金免除を実施する。 

(4) 被災者の救助を行う団体が被災者に配布する救助物資を購入するために必要な費用に充てる

ため、あらかじめ当該団体からの申請に基づき、総務大臣の許可を得て、お年玉付郵便葉書等寄

付金を配分する。 

＜三重弁護士会が実施する対策＞ 

１ 被災者等への法律相談の実施 

  三重弁護士会は、大規模災害等が発生した場合、「災害時における法律相談業務に関する協定」

に基づき、被災した市民及び市内への避難者等を対象に開催する無料の法律相談会等を通じ、災害

時の法律に関する知識の普及・助言等をすることにより、被災者の生活再建に向けた支援に寄与す

るよう努める。 

 

 

  
【主担当課】 

・総務課、税務課、建設課、健康福祉課 
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第３節 復興体制の構築と復興方針の策定 
第１項 活動方針 

○本市が特定大規模災害となる地震・津波による甚大な被害を受けた場合、速やかに「鳥羽市震災復

興本部(仮称)」を設置する。 

○発災後、「鳥羽市震災復興本部(仮称)」において速やかに復興法に基づく復興方針を策定し、復興

対策ができるよう、復興方針の事前検討及び復興指針（仮称）の策定を行う。 

 

第２項 対  策 
■市が実施する対策 

１ 復興体制の構築 

（1）鳥羽市震災復興本部(仮称)等の設置に向けた検討 

特定大規模災害が発生した場合、復興法に基づく必要な支援措置を受けるための「鳥羽市復興

計画(仮称)」の策定を始めとする、市の総合的な復興対策を指揮する「鳥羽市震災復興本部(仮称)」

を設置するものとし、設置のための規程や体制の整備に向けた検討を行う。 

 

２ 復興計画の事前検討 

（1）復興計画の事前検討 

特定大規模災害からの復興を国の支援措置を用いて計画的に進めるため、復興法に基づく「鳥

羽市復興計画(仮称)」を速やかに策定するものとし、そのための復興計画への記載項目や内容等

にかかる事前検討に努める。 

（2）個別の復旧・復興計画の事前検討及び策定 

大規模災害からの復旧・復興対策を円滑に進めるために特に重要な対策項目については、事前

に個別の対策内容を検討し、対策のための計画を策定するよう努める。 

ア 計画的復興への事前整備 

(ｱ)  復興体制の整備  

(ｲ)  復興方針の策定  

(ｳ)  金融・財政面の措置  

(ｴ)  広報・相談体制の確保 

イ 住まいと暮らしの再建 

(ｱ)  恒久住宅の供給・再建  

(ｲ)  雇用の維持・確保  

(ｳ)  被災者への経済的支援 

(ｴ)  公共サービス等の回復 

(ｵ)  医療・保健対策 

(ｶ) 福祉対策  

(ｷ)  メンタルヘルスケアの充実 

(ｸ)  学校の再開  

(ｹ)  ボランティアとの連携 

ウ まちの復興  

(ｱ) 公共土木施設等の災害復旧  

(ｲ) 安全な市街地・公共施設整備  

(ｳ) 都市基盤施設の復興 

(ｴ) 文化の再生 

エ 産業・経済の復興 

(ｱ) 農林水産業の経営再建 

(ｲ) 商工業の再建 

(ｳ) 観光業の再建 

【主担当課】 

 ・企画財政課、関係各課 


